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1 ．　 はじめ に

　せん断破壊や 、 付着割裂破壊の ようにぜい 性的な破壊をする鉄筋 コ ンク リート （以後、RC）柱

の 力学的挙動は静的な実験によ りかな り明らかに されて い る 。 さらに、実地震時における挙動を

把握するために脆性破壊にい たる応答の 過程を詳細に調べ る必要があろう 。 動的挙動 を調べ る実

験的な方法として は振動台実験やオン ライン応答実験がある 。 振動台実験は実時間で の応答が得

られる半面、装置上 の 制約か ら試験体が縮小模型にな らざるを得ない場合が多 い、
一
方、オン ラ

イン応答実験は加力が準静的であるが、実物大に近い模型によ っ て直接実験的に得 られた復元力

を用い て応答計算が実行 され、時々刻々 の 破壊性状の確認ができる。 従 っ てオン ライン応答実験

はぜい 性的な破壊をする部材の よ うに 負の 塑性勾配を持ち復元力特性が複雑 な構造物の 応答解析

に は非常に有効である 。

　本論はせ ん断破壊を意図して設計された

比較的縮尺の 小さな試験体に対し、振動台

実験及びその変位時刻歴 と同経路の 変位履

歴をたどっ た静的実験、さ らに縮尺の大 き

な試験体を用い たオン ライン応答実験を行

い 、その力学的挙動に及 ぼす載荷速度の影

響とこ れ ら二 つ の動的実験法によ っ て得 ら

れ る応答結果の 相関性につ い て検討する こ

とを 目的とする。

2 ．　 実験概要

2 ． 1　試験体及び使用材料

　振動台実験とオン ライ ン応答実験とい う

異 なる特徴を持つ 二 つ の 動的実験法によ っ

て得 られ る結果を共通の尺度 で評価するた

めに実大の 部材 （以後 、 プ ロ トタイ プと呼

ぶ）に対する模型の縮尺を、振動台実験で

は 1！9．オン ライ ン応答実験で は 1！3 とし

て試験体の設計を行っ た 。 また、両試験体

に対する他の物理量に関 して は応力度 と加

速度の 相似比が 1．0となる相似則［1］を適用

した 。 各試験体記号並びに構造諸元を表 1

に、試験体配筋詳親 を図 1 に示 した 。

表 1　 試験体諸元
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　　図 1 　試験体配筋詳細

表 2 　材料試験結果
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　 コ ンクリ
ートは最大粒径が 10mm の豆砂利 を使用 し、試験体の大小にかかわ らず同

一
と した。

また鉄筋は市販されて い る種類の もの を用い て相似比 を合わせ た。使用 した コ ン クリート及 び鉄

筋の 材料試験結果を表 2 に示 した。

2 ．2　実験方法

　実験は 、 振動台実験、 その時刻歴応答変位 と同経路の 変位履歴をたどっ た静的実験、オ ン ライ

ン応答実験の順で行っ た。各実験方法 に つ い て以下に述べ る 。

m p
　実験装置を図 2 に示 した 。 質点とした重 りは 2．2tonであ り、重りの 回転を拘束するため に前

後を4 本の ピンサポートに より支えた 。 従っ て部材の材軸方向の変位を拘束した装置である 。 な

お．部材応力 （曲げモ ーメン ト、軸力）を計測するために荷重変換器を柱頭、柱脚に設置 した 。

　入力地震波は、El−Centro　l940　NS成分波形 （Sh　mex ＝ 341。7　gaユ、継続時聞30秒）を相似則に

従い 時間軸を1！3に圧縮し、 プロ トタイプでその最大速度が 70kineとなるよ う補正 し入力 した 。

z｝ieEIStlpt1sou1＝ −s）．

　擴動台上に設置され た装置をその ままテス トフ ロ ア に固定し 、 反

力壁に取付けたオイル ジャ ッ キによ り加力を行い 、振動台実験で得

られた変位履歴に対応す る部材の 復元力を測定 した 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ピ ン

3　 ン
ー
　 ン n 　 　 　 O − D

　実験装置を図 3 に示 した。 振動台実験によるピン サポー トと同じ

効果を持 つ 装置とするために、試験体の両側に 20ton押し引き両
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 図 2　 振 動 台実 験装 置
用の 油圧 ジャ ッ キを設置し部材の 伸縮量を制御 したが 、 耐力低下後

の試験体の崩壊に ともなう落下量に対しては特に

制御 しなか っ た 。 計算機内で は振動台で負荷 した

質量を持 つ
一一fi点系モ デル を想定した。また、試

験体に対しては固定荷重としてこ の 重量にみあ う

軸力 （振動台質点重量 X 相似比 ； 2．2×9＝ 19．8

ton）を絶えず
一
定となるよ うに負荷 し、軸変位

の 拘束にともなう軸力の 変動 をロ ー ドセ ル に より

測定した。 応答計算 に使用する地震入 力加速度は　　　　　　　　　　　　　反 力床

振動台実験で得 られ たテ
ーブルの実測加速度 であ　　 図 3　 オ ン ラ イ ン 応 答実験装置

り、 減衰定数は 5節に述べ る振動台実験結果のパ

ラメータ同定によっ て求めた値を用い てい る 。

3 ．　 実験結果概要

3 ． 1　破壊状況

　図 4 に各実験の 最終破壊状況を示 し比較 した 。

T − D におい てもビデオ録画による破壊経過の確

認を行 っ たが試験体の大小に かかわ らず同様で、

曲げひび割れ → せん断ひび割れ → 柱主筋に沿っ た

割裂状のひび割れが発生 し最大耐力 → 耐力低下と

い う付着割裂破壊を示 した 。 加力が静的なT − S

と 0 − D の 破壊状況は試験体の 大小 、骨材寸法 と
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鉄筋の ふ し形状等にみられ る相似性の 欠如にかかわ らず良 く
一
致 して い る。こ れ は主筋の配列本

数が柱幅に対 し比較的多か っ た こ とが今回の破壊の要因となり共通の破壊モ ードを示 したと考 え

る 。

一
方、 T − D では全般的にひ びわれ本数が少 な く損街の 度合い はやや軽微であっ た 。

3 ．2　諸強度及び最大応答値

　表3に T − S とO − D に よっ て得られた諸強度及 び変形 を比較 し示 した 。 各強度につ い ては既

往の 推定式による訐算値を併せ て示 した。また、表4 には T − D の 最大応答値と 5 節に述べ る弾

塑性応答解析結果、及 びO − D に よる最大応答値との 比較を行っ た。なお、以後の 検討における

振動台実験結果の復元力（P）は柱顧 ・柱脚の モ ーメン ト測定値よ り求めた値である 。

　せん断ひび割れ強度及び最大 耐力は相似比を満足する結果であるがO − D の名強 度時の変形は

い ずれ も小 さめで 、 剛性が全般的に高めであるこ とがわかる 。 T − D とT − S の 最大せ ん断力を

比較するとT − D で は約20 ％耐力が上昇して い るがこれ は載荷速度の 影響と思われ る。また、

T − D とO − D の 比較ではいずれ の 応答値にも差が生 じた。これ ら原因に つ い ては後に詳細な検

討を行な う。

　表 3 に示 した諸強度の計算値は軸変位を拘束することに よっ て生ずる軸力の 影響を考慮し算定

してい るが、各試験体の こ の 軸力変動とせ ん断力の関係を比較 して図5 に示 した 。 振動台実験

　　　　　　　　　　　　表 3　諸強 度 及 び変形 ・ 実験結果
一

覧
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では、ピ ン サ ポートを用い て い るため、部材の鉛直方向変位はその長さに よっ て拘束される。し

たが っ て T − S の 結果 に見 られるよ うに部材の 伸びる方向に対しては圧縮の 軸力、耐力低下以後

の よう｝こ部材が縮む方向に対 しては引張 りの 軸力に よっ て試験体の落下を支 える傾向が生ずる 。

しか し、T − D の結果は部材の耐力低下に伴う引張り軸力の 変動が非常に少な い結果とな っ てお

り、静的実験結果よ りもその 損傷の度合い が少なか っ たことが伺える 。 また、0 − D にお い ては

軸力変動の傾向は固襟であるが、負鋼最大磁力時に他と銘較して約 2 倍の変動軸力が作用 してい

る。T −−D 、　 T − S に対しこ の 軸力変動が部材挙動におよぼす影響を、表 3に示 した計算式の う

ち軸力の効果を含む 1式 （曲げ終局強度）、 2 式 （せ ん断縫局強度）に よ っ て検討すれば 、 いず

れもほ ぼ 6 ％程度の強度上昇率につ ながる 。

4 ．　 ひずみ速度の 検討

　撮動台実験とその 変位農歴に従 っ た静的実験結果の比較か ら、振動台実験で は約 20 ％耐力が

上昇した 。 文献［1］では曲げ破壊型の柱にた いする同様の比較か ら振動台実験の耐力の上昇は主

筋の受けるひずみ速度を要因とする素材の 降伏点強度の 上昇によるもの であるこ とを指摘 した 。

本実験では付着融裂破壊 を起こしたが ． 3式の推定式か ら推察され るように主筋の隙伏強度が最

大耐力に直接影響を及ぼすことは少ない と考えられるが、本実験緒果に対 しても同襟の検討を行

な っ た。図 6 に主筋の荷重一ひずみ 曲線 を、また図 7 にはこ の ひずみ測定値 よ り求めた荷重 一ひ

ずみ速度関係を、図 8 に象まひずみ速度の 頻度分布を示 した 。 また、

こ の頻度分布の 図中に正規穂率密度関数か ら求めた頻度を折線と

して表 し比較 した 。 ひずみ速度の分霧は最大値に よ っ て規準化さ

れ れ ばその分布状態は同心円的な広が りを持 つ 傾 向を示す 。 この

分布に対す る平均値 （μ）はほぼ 0で標準偏差 （σ）は± 0．01

sec
’1 である 。 この標準偏差の ± 1倍の 範囲に全体の 8 ◎％強の

デ
ータが含まれ る こ とに なる 。 こ の 結果は 、 文献［1］に示 した曲

げ破壌型の柱主筋が経験するひずみ速度の 牙布と同傾向を示 して

いる 。 また、荷重一
ひずみ 曲線に み られるよ うに最大磁力を経験

する まで の 主筋の ひずみは弾性に近い挙動を示 して い るか ら、付

着の 劣化がそれほど激 しい もの でなければ周辺の コ ンク リートも

同程度の ひずみ速度を経験して い るもの と思われる 。 素材 レベ ル

で コ ンクリ
ートの圧縮強度に及ぼすひずみ速度の 影響を検討 した

研究は幾つ かあるが、文献匸5］に提案されて い る4式 を適用すれ

ばこ の ひずみ速度 （約0．05sec“1）に対する コ ン クリートの圧縮

強度の上昇率は約 20 ％である 。 こ の 上昇率を  式や  式にあて

はめれ ば約 10 ％の耐力上昇となる 。 さらに、付着やせん断の破

壊メカニ ズムを考慮 した検討が必要であ る 。

F6／Fco＝ 1．3699÷0．1417iogl嵒（i ）÷0．0茎35｛Io8（ε ）｝2　−一一　4

　　　　 Fc。 ；静的 な コ ン ク リ
ート圧縮強度

5 ．　 パ ラメータ同定 と応答履歴曲線の 比較

P2 ．D〈加 肆）

Pmax＝・レ87
ε 団1Lλ＝2123

ε

3000．0 3  ．o
（10
’O）

・2．0
図 6　せん断カーひずみ 臨線

　

　

　

・ C）

図 7　 せ ん断 カ

　　　 ーひず み速度 曲線

　オ ン ライン応答実験や各案験結果の課価を行な う前提 として数学

モ デル の妥当性をまず検討する 。 解析モ デル は一
質点系のせ ん 断ば

一6 ’4　
−2　 0　 2　 4　 6

ね系モヂル とし、復元力特性は鉄筋コ ン ク リートの 屡歴挙動の性質 図 8　ひずみ速度頻度分布
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を表わす図 9 に示す複数の モデル の 組合わせ と

して表現した。非線形最小二 乗法を用い て、こ

れ ら各モデル の パ ラメータと初期剛性比例型と

した内部粘性減衰定数を同定 した［1］。

　同定結果を表 5 に示した 。 この パ ラメ
ー

タを

用いた弾塑性応答解析と実験結果の 時刻歴応答

変位並びに応答履歴 曲線 を比較し．それぞれ図

10 、図 11 に示した 。 解析紹果は 、 実験で観

測され た最大耐力後の急激な耐力低下と、顕薯

なス リッ プ現象 を示す履歴性状を時刻歴全体に

わたりよ く表現 して い ることがわかる 。

　こ の 振動台実験 （T − D ）における

応答履歴曲線 と比較す るために静的実

験 （T − S ）の 荷重一変形曲線とオン

ライ ン応答実験 （O − D ）の応答履歴

曲線を図 12 、 13 に示 した 。 T − D

とT − Sの結果は最大耐力に約 20 ％

の差があるもの の その 履歴性状は良 く　 1灘
近似 した結果とい える 。

一方、O − D

は最大耐力以後の 急激な耐力低下とと
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・1．6T
もに図 14 の 時刻歴応答変位にみ られ

るよ う｝こ、そ の 応答が
一

方向へ 流れる

進行性の破壊を起こ し振動台実験とは

異な る応答性状を示 した。

　加力の動的 ・静的あるい は、試験体

の大小 によ っ て異なる履歴性状が応答

結果に どの ような影響を及ぼすかを調

べ るため に T − S を基準と して検討を

行っ た。 まず、部材の 復元力特性を擾

ぐ
Xl

篷
1
　 ・

B工一Linear
　 　 Model

rX2

　 Kl
　 　 　 　 十’
　 x巳

Peak 　Or ±ented

　 　 　 　 Mede1

　．・2，

　 N
鹽
1　 −

　 Xe

S1 工P
　 Mode1

図 9 　復元力 特性モ デル

　　表 5　 同定 結 果

数掌モ デ ル 刧馴月剛腔（KD 第二 勾配（K2） 弾性限変形 減袤係数

バ イ リ ニ ア 6191 ．4 0，0010 ．0071

最大点指向 B490 ．2 一257．2o ．10771
．004h
≒O．26瓢

ス リッ プ η 34．3 一471。50 ．2612

1．67（cm） 11　4（sec ）

動台実験結果の場合と同様に図9 に示 一t・67

した三 つ のモデル の組合わせと してパ

ラメータ同定を行い
、 復元力特性モ デ

ル を設定した 。

　こ の モ デル を用い て応答解析 した時

刻歴応答変位および応答履歴曲線 を図

15 、 16 に示 した 。 こ の シ ミ ュ レ
ー

シ ョ ン結果は先に示したオ ンライ ン応

答実験結果と同様進行性の破壊をする

応答性状を示して い る 。 T − D とT −

S ではその 耐力に約 20 ％の 差がある

’1・67（cm） ＿ 実験 ．一．一解析

図 10 　時刻歴応答変位 （T − D ）

P2 ・0（ton）

・2。o

DisP

鴇
幽

験

P2 ，0（ton）

「阻 aκ；L33
卩旧 a 河・0』 4

Disp

。67 1．叩
（c旧〉

b）解 析
・2．0

図 11 　 応答履歴 曲線 （T − D ）

P2 ．0 （ton＞ P18
．0（to晒）

P煽 a 対＝・L57 Pmax冨・置4．且

Omaκ；o』3 D， aκ＝・自．99

Disp・5，0 1〕i

L67 L67 5．0（
（cn＞

一2．0 ・且8．0

図 12　 荷重 一変 形 曲線

　　　　　（T − S ）

5．0（cm ）

1〕lsp

図 13 　 応答 履 歴 曲線

　　　　　　　（O − D ）

ド
図 14

一 実験 一一一一
解析

時刻 歴応 答 変位 （O − D ）
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こ とや T − D の 履歴曲線 の ふ くらみが若丁おお

きい こ とが、応答性状の差となっ て表われたも

の と思われる 。 すなわち、静的実験結果か ら忠

実に部材の 復元力特性モデル を表現し 、 解析 し

たこ の数値シ ミュ レーシ ョ ン は擬似的なオン ラ

一
167 （c 而）

−1，6了（cm ）

176 （sec ）

図 15 　時刻歴応答変位 （T − S 、解析）

イン旛答実験と考え られる 。 試験体の 大小 に よる部材性能の 違い

をこ こで は一応小 さい もの と考えると、履歴不安定な系で は静的　

及び動的な実験結果か ら得 られた部材性能の 若干の 差が応答値に

非常に大きな影響を及ぼす ことを表わ してい る 。 次に、T − Sの
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一L
荷重一変形曲線の 描 く履歴面積の 時間的変化 をT − D 、 O − D の

結果 と比較 して図 17 に示 した 。 振動台実験における履歴面積の

総和は他の実験値に くらべ 大 き い こ とがわ か る。また ， O − D で

は最大応答変位が大き い に もかかわ らずそ の 履歴面積の総和ば T 　図 16 　応 答履 歴 曲線
一S と同等である 。 これ らは上述 した応答性状の違 い　　　　　　　　　 （T − S 、解析）

に符合する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
6 ． まとめ 　 　 　 　 　 　 　 靂

驫 灣 警聡 綴 灘豢騨
の知見を得た 。

1）試験体の 大小にかかわ らずその 破壊経過は同様で　　　　　　　　　　　　　　　時間

　　付着割裂破壊である 。 また、振動台実験では静的 　図 17 　履歴面積 の 時 間的 変化

　　実験緒果 に比べ ひ び制れ本数が少な く、損傷の度合い はやや 軽微であ っ た。

2）振動台実験では 、 その静的実験に比較して最大耐力が約20％上昇した。

3）振動台実験の パ ラメ ータ同定縞果は最大耐力以後急激な耐力低下を起こす応答全体にわたり

　　適合し数学モ デル の 妥当性を検鉦した。

4 ）静的実験をパ ラメータ同定 した結果 とオン ライン応答実験紹果は振動台実験とは異な り．い

　　ずれも耐力低下後進行性破壊する履歴不安定な応答性状を示 した。
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